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1.緒 言

生産 システムを 「生産」と 「システム」に分けて考えると,「生産」 は基本

的には 「生産 とは生産要素(投 入物)を 有形 ・無形の経済財(産 出物)に 変換

し,こ れによって価値を増殖 し,効 用を生成する機能である」と定義されてい

る1)。他方,「 システム」は 「適当な関係によって関係づけられた要素の集合

である」と定義 される2)。したが って,生 産 システムは生産を実現するための

要素が有機的に関係づけられた体系であるといえる。生産の定義か ら,生 産シ

ステムは入出カ システムであると認識できる1)。すなわ ち,生 産要素を投入 し

て これを生産財に変換す るシステムである。生産要素 としては,生 産財に変換

される材料のような生産対象,生 産労働力,生 産設備などの生産手段,そ して

生産情報である。産出物である生産財は,製 品のような有形財とサービスのよ

うな無形財がある。この生産財をいつ(時 間),ど こで(場 所)ど のような形の

もの(形 態)を 持つ(所 有)か によって効用を生 じる。投入物を産出物に変換

す る変換過程が本論で対象とする生産 システムで,こ れは一般的には多段階の

生産工程によって構成されている。本論では,こ のような生産 システムに内在

す る階層性の問題をシステム理論の立場から明らかにす る。
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2.一 般 システム と階層性

2.1一 般 シス テ ム

シス テ ム は[3]に 掲 げ られ て い るよ うに種 々の定 義が な さ れて い る 。 これ は,

① 集 合性:複 数 の 要素 に よ って 構 成 され る,② 関 連性:要 素 の 間 に は互 い に関

連 が あ る,③ 有 目的性:単 一 な い し複 数 の 目的 が あ る,④ 合 環 境性=シ ス テ ム

を と りま く環 境 に 適 応 す る,に よ って 規 定 され る1)。 これ らの こ とよ り シス テ

ムを 定 義 す る と,次 の よ う な四 っ の 定 義 が な され る1)。

(1)抽 象 的 定 義:①,② よ り シス テ ム は互 いに 関 連 を もつ 複 数 個 の 要 素 の 集

ま りで あ る。

(2)構 造 的 定 義=① ～ ④ よ り シ ス テ ム は互 いに 関 連 を もつ 複 数個 の要 素 の集

ま りで,あ る環境 の も とで 規 定 の 目的 を 達 成 す る。

(3)変 換 的 定 義=④ よ り シ ス テ ム は環 境 か ら入 力 を 受 け,規 定 の 目的 を 達 成

す る 出力 を生 成 す る。

(4)手 続 的 定 義=① ～ ④ よ り シ ス テ ム は互 い に関 連 を もつ 複 数 個 の 要 素 に よ

って 規 定 の 目的 を あ る環 境 の もとで 達 成 させ る た めの 処 理 の 流 れ(手 続)で あ

る。

(1)の 抽 象 的 定 義 の も とで 展 開 され て い る もの が 一 般 シス テ ム理 論 で,本 論

で は この 定 義 を中 心 に して 以 下 の 議 論 を行 う。

一 般 シ ス テ ム理 論 に 基 づ いて 一 般 シ ス テ ム を定 義 す る ため に 語 句 を 次 の よ う

に定 義 す る4)。

属 性:シ ス テ ム を記 述 す る た め に と られ た シ ス テ ム の構 成 要 素 。

シス テ ム ・オ ブ ジ ェ ク ト=シ ス テ ム に対 して 集 合 と して 表 現 で き る属 性 。

モ デ ル:シ ス テ ムの あ る一 面 を と らえ て記 述 した もので,シ ス テ ムの モ デル

は シス テ ム ・オ ブ ジ ェ ク トに よ って 記 述 され る。

π 種 類 の シス テ ム ・オ ブ ジ ェク ト 琉,ε=1,_,π に よ らて 一 般 シ ス テ ム8

3)東 洋大学付属 計算機 セ ンター編:経 営 システムの理論,(1970),白 桃書房.

4)高 原康彦=シ ステム工学 の理論,(1974),日 刊工業新 聞.
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を次 の よ うに定 義 す る。

定 義1一 般 シ ス テ ム:

ε ⊂y1×...xyπ(1)

π 個 の シ ス テ ム ・オ ブ ジ ェ ク トの う ち,始 め の ん個 を 入 力 オ ブ ジ ェ ク トX

残 りの π一ん個 を 出 力 オ ブ ジ ュ ク トy'に 分 け る こ との で き る一 般 シス テ ム を

入 出 力 シス テ ム と呼 び,次 の よ うに 定 義す る。

定 義2入 出 力 シス テ ム:

3⊂x×Y (2)

こ こで,

X=y1×_× γゐ

γ 雷 γ々+1×_.× γη

8の 変 域D(S)・ と値 域R(S)を

D(3)={κ1(ヨ タ)(yey〈(κ,ッ)∈3)}

R(3)={ッ1(㌦)(濯 ∈xA(あ ア)∈5')}

と 定 義 す れ ば,入 出 力 シ ス テ ム は

ε⊆D(ε)×R(3)⊆x×}7

(3)

(4)

(5)

と書 く こと がで きる 。

入 出 力 シス テ ムに 目的0が 与 え られ る な らば,こ の 目的 を達 成 す る た め に

意 思 決 定 を行 う シス テ ム を意 思 決 定 シス テ ム と呼 ぶ(図1)。 こ の シ ス テ ム に

お け る操 作 変数 の 集 合 を 砿 シス テ ム の プ ロセ ス方 程 式 をP:舷 ×X→ ヱ 目

的 関数 を0:M×X× γ →Rと す る と,あ る意 思 決 定 基 準Dの もとに,目

的 を達 成 す るた め の意 思 決 定 は次 の よ うに定 義 で き る5)。

5)高 原康彦="一 般 システム理論か らみた大規模 システムの定式化"シ ステムと制御,
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図1意 思決定 システム

(vめ(κ ∈…X→D(G(η2,P(勉,芳)))) (6)

こ こで,勉 は解,0(G(・,・))は 目 的関 数0が 意 思 決 定 基 準Dを 満 して い る

こ とを意 味す る。 も しDが 満足 化 基 準 で あれ ば,式(6)は 次 の よ う に な る。

(㌦)(κeX→ α 肱P(〃2,κ))く7「(κ)) (6')

ここで,7'は 満足度を表わす許容関数(7':X→R)で ある。

2.2階 層性(Hierarchy}に ついて

Hierarchyと いう語は種々の分野で用いられているが,そ の中心的な考え方

は レベルによる記述である6)。この範疇に入るものとしては,生 物の分類,生

体,社 会や企業の組織などがあるα階層構造は,生 体のように細胞一組織一器

管一有機体という無意識的な場合と,社 会のように人一家族一村(町)一 都市

一国一世界という意識的な場合がある6)。一方,生 物の分類のように階層構造

は単に所属の関係を表わす場合と,企 業組織のように上位階層と下位階層の間

になん らかの相互干渉が存在する場合がある。本論では前者を無機的階層,後

者を有機的階層と呼び,これ らを区別する。階層 システム理論で議論の対象とな

Vol.17,No.6,(1973),pp.339-344.

6)V.Vemuri:ModelingofComplexSystems,(1978),AcademicPress.
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る の は後 者 で あ り,前 者 は ク ラス タ リ ング に よ る層 別 化 の 結 果 で あ る。 階層 構

造 に お け る各 レベ ル は,社 会 の家 族 や 村 の よ う に下 位 階 層 の 集 合 体 で あ る場 合

と,生 体 の 組織 や器 管 の よ うに下 位 階層 に よ って 構 成 され る一 つ の 個 体 で あ る

場 合 が あ る 。各 レベ ルが 集 合 体 で あ る 場合 で も企 業 の よ うに部 一 課 一 係 が 下 位

階 層 の集 合 体 で あ って も,各 レベ ルの リー ダ に よ って 代 表 され る場 合 が あ る。

階 層 シス テ ム理 論 で は,多 くの場 合 この よ うに各 レベ ルの リー ダ に よ って 代 表

され る 階層 構 造 を対 象 と して い る 。階 層構造 の一 般 的 な記述 は,垂 直 的 な記 述 と

水 平 的 な記 述 か らな る。 垂 直 的記 述 で は,上 位 階層 は よ り包 括 的 な記 述 で あ り,

下 位 階 層 は よ り局 所 的 な 記 述 で あ る。 水平 的記 述 は,同 位 階層 に お け る異 な る

属性 に よ る記 述 で あ る。

階 層 シス テ ム理 論 で 対 象 とな る シス テ ムは,上 述 の 議 論 よ り各 レベ ル に リー

ダが 存 在 す る有 機 的 階 層 を持 つ シ ス テ ムで あ る と いえ る。 この よ うな シス テ ム

は,一 般 的 に は大 規 模 シス テ ムや 複 雑 な シ ス テ ム と呼 ば れ て い る。大 規 模 シス テ

ム や複 雑 な シス テ ム に つ いて は,過 去 多 くの定 義 が な され て い る。Haimesは

[7]で 大 規 模 シス テ ムの 特 徴 と して 次 の よ うな もの を 掲 げ て い る。

① 決 定 変 数,外 生 変 数,状 態 変 数 の 数 が多 い。

②Component(Subsystem)の 数 が 多 い 。

③ 入 力/出 力関 係 が 複 雑 で しば しば非 線 形 で あ る。

④ リス ク と不確 実性 の 存 在 。・

⑤ 多 階 層 組 織構 造

⑥ 目的 が 複 数 で か つ 同一 単 位 で 測 定 す る こ とが で きず,競 争 して お り,し

ば しば 競 合 して い る。 』

⑦ 複 数 の 意 思 決 定 者 が 存 在 す る。

⑧ シ ス テ ムの 目的 や 制 約 な どが 動 的 に変 化 す る。

多 くの 研 究 で は,Haimesが 特 徴 の 第 一 に取 りあ げ た 「変 数 の 数 が 多 い 」 と

い う こと を大 規 模 シス テ ムの 定 義 と して い る購10)。 他 方,高 原 らの 一 連 の 論

7)Y.Y.Haimes:LargeScaleSystems,(1982),North-Holland.

8)J.Bernussous,A.Titli:1nterconnectedDynamicSystems=Stability,
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文 蟷n)で は,大 規 模 シ ス テ ムを 「シ ス テ ムを 構 成 体 とす る シス テ ム,す な わ

ち シス テ ムの シ ス テ ム」 と定 義 して い る。 シス テ ムを構 成 す る変 数 の数 が 多 く

と も,構 造 が 単 純 で あ り シス テ ムを一 体 と して 取 り扱 う こ とが で きる な らば,

その シス テ ム は あえ て 太 規 模 複 雑 な シ ス テ ム と認 識 す る必 要 が な い4)。 シス テ

ムが 大 規 模 で あ るか ど うか は,本 質 的 に は人 の 価 値 判 断 に 従 う6)も の で あ り,

階 層 シス テ ムの 概 念 は シ ス テ ムの 規 模 と は本 来 独 立 な もの で あ る11)と い え る。

したが って,変 数 の 数 だ けで 定 義 され た大 規 模 シス テ ム は,数 理 計 画 法 に お け

るMulti-leveloptimizationtechniquesの 対 象 で あ り,階 層 シ ス テ ム理 論 で

は シス テ ムの規 模 よ り もむ しろ シス テ ムの複 雑 性 が重 要 で あ り,複 雑 な シ ステ

ム あ るい は大 規 模 複 雑 な ジス テ ム が対 象 とな る 。複 雑 な シス テ ム は,シ ス テ ム

の モ デ ル化 が 困 難,あ る い は システ ムが 数 学 的 に複 雑8),目 標 が 競 合 状 態 に あ

るinterconnectedsubsystemを 含 む シス テ ム12),あ る い は可 能 な状 態 数,状

態 ベ ク トル の成 分 の数 が大 きい シス テ ム で通 常 多 階層 シス テ ム とな って い る13)

な ど と定 義 され て い る。これ らはHaimesが 掲 げ た大 規 模 シ ス テ ムの 特 徴 の 中

に 含 ま れ て い る。

3.階 層 シ ス テ ム

3.1階 層システムの構成原理

複雑なシステムが階層構造に記述あるいはモデル化 される理由の一つは,シ

ステムをそれぞれ異なった観点から記述 し,こ れを階層的に配置することによ

Decomposition」andDecentralisation,(1982),North-Holland.

9)Y.Y.Haimes:HierarchicalAnalysisofWaterResourceResearch,

(1977),McGraw-Hi11.

10)志 水 清 孝=シ ス テ ム 最 適 化 理 論,(1976),コ ロ ナ 社.

11)高 原 康 彦,中 野 文 平,高 津 信 三="多 階 層 シ ス テ ム 理 論(1)～(4),"オ ペ レ ー シ ョ

ン ズ リ サ ー チ,VoL18,No.6,pp.67-72,No.7,pp.57-64,No.8,pp.62-

68,No.9,PP.65-72,(1973).

12)M.G.Singh,A.Titli:Systems:Decomposition,Optimizationand

Control,(1978),PergamonPress.

13)市 橋 英 世:組 織 行 動 の 一 般 理 論:組 織 サ イ バ ネ テ ッ ク ス 研 究,(1979),東 洋 経 済 新

報 社.
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る14)。このように記述された各 レベルの機能は他の レベルの機能とは独立で,

各 レベル間にはなんらかの相互依存関係が存在す る。一方,Findeisenら エ5)の

ように複雑なシステムを情報の分散処理の観点から多階層 システムとする必要

がある。これは主として計算機の処理能力や情報伝達の信頼性の問題などを解

決す るためのものである。複雑なシステムの階層的記述は,複 雑なシステムを

やや複雑なシステムの集まりに置き換え,人 間の理解を助けシステムの行動様

式を考える際の問題を解決する方法であるといえる。

複雑なシステムを階層的に言己述することによって生成される多階層 システム

は,「 システムの横方 向の分割により生成される縦配列の部分システムから構

成されている10)」,「縦に配列されたいくつかの部分システムから構成 されてお

り,よ り上位の部分システムは行動における優先度あるいは下位の部分システ

ムへの干渉の権利を持っている」,「より上位の部分システムはより下位の部分

システムの フィー ドバ ックによって修正を受ける」14),「階層構造における各ブ

ロックは責任,機 能,ア クテ旨ビィティを表わ し,そ れは レベルあるいはエシ
ヨ

ェロンに配置される」,「下位 レベルのブロックはシステムのより小さい視点を

持っ」6)などとされている。これ らのことより階層システムは,複 雑なシステ

ムの水平的な記述 と垂直的な記述ならびに相互関係によって表わされ,上 位 レ

ベルはより包括的な視点を持ち下位 レベルはより局所的な視点を持っといえる。

階層 システム理論は,制 御理論における 「意思決定概念」の普及と 「多変数

制御」の増大,経 済学における 「社会主義経済体制の効率的運営」および 「公

共予算の効果的配分」に関す る研究,経 営学における 「分権管理組織論」の発

展,数 理計画法における「分割原理ユの登場などを契機 として形成されてきたil)。

階層 システムの基本的な構造は,Mesarovicら14)に よってス トレータ,レ ヤー,

14)M.D.Mesarovic,D.Macko,Y。Takahara:TheoryofHierarchical,

MultilevelSystems,(1970),Acade血icPress;研 野 和 人 監 訳:階 層 シ ス テ ム 論,

(1975),共 立 出 版.

15)W.Findeisen,F.N.Bailey,M.Brdy,K.Malinawsky,A.Wozniak:

ControlandCoordinationinHierarchicalSystems,(1980),Jqhn-

Willey.
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図2ス ト レ ー ダ

エ シ ェ ロ ンの3種 類 が 提 案 され て い る。

1)ス トレー タ:複 雑 な シ ス テ ムを 記 述 す る ため に,そ れ ぞ れ 異 な った 観点

よ り同 一 の'シス テ ムを 記 述 し階 層 的 に 表 わ す もの で あ る(図2)。

入 出力 シス テム3:X→Yに お いて 入 力Xと 出力yが 共 に π 個 の 成 分 に

分 割 す る こ とが で き る とす る 。す なわ ち,

x漏x1×_×xη,Y=Y1×_×}7π

とす る 。 この と き各 対(X,}㌃),ε=1,_,π が そ れ ぞ れ ス トレー タ5嘲ゴに割 り

当 て られ る 。各 ス トレー タは 次 の よ うに 表 わす こ とが で きる 。

{

3ガxπ × 確"→ γ"

32Xτ ×C2x臥 → γ2,2=2,_,η 一1(7)

31:X'1×C1→Y1
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こ こ で 確 ゴ.はス ト レ ー タ ゴー1か らの フ ィ ー ドバ ッ ク の 集 合,Gは ス ト レ ー

タ ゴ+1か ら の 干 渉 の 集 合 で あ る 。

ス ト レ ー タ ゴの 情 報 関 数 んξ:γ ∫→ 略 刊,ゴ=1,...,η 一1,お よ び 意 思 決 定

関 数 吻:γ`→0`.1,∫=2,_,π が 存 在 す る と き,式(7)は

y。=3。(物,々 。-1(ツπ一1))

{ニソ9=3g(κ2,63+1(y3+1),1診 ε_1(ニソ謬_1)),z=2,..,η 一1(8)

ツ1-S1(κ レ02(ッ2))

と 書 く こ と が で き,S`は ε の ス ト レ ー タ と な る 。

●
●
●

渉干 げ
イ

、

フ

バ

●
●
■

レ ヤ ーi

l

l
1

覧

●
●
●

渉干 3ブ イー ド
●バ ッ ク

X

レ ヤ ー1

m

P Y

図 串 レ ヤ ー
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2)レ ヤー:複 雑な意思決定問題を部分問題に分割し,意 思決定の レベルに

従って階層化するもので,2.1項 におけるシステムの手続的定義に対応する。

これは分割された部分問題を上から下へ順序付けて解いていくことによって,

複雑な意思決定問題を縦に順序付けることにより簡単な部分問題の集まりに置

き換えることになる(図3)。

入出力システム3:X→ γ の意思決定問題が%個 のレベルに分割できるな

らば,2番 目のレヤー&・ は レヤー`+1の 干渉 τ`∈α とレヤー ε一1か

らのフィー ドバ ック 吻 ∈凧 に基づいて レヤー ト1へ の干渉の集合0伺

を規定する。すなわち

3ガ'1ろ!π →C"_1

{5㌔:03× 暁 →C,_1,3=2,...,フz-1(9)

31:01×1〃1→ ルf

と書 くこ とが で き る。 こ こで π1は プ ロセ スか らの フ ィー ドバ ックの 集 合 で,

IMは プ ロセ スの 操 作 変 教 の 集 合 で あ る。

3う エシ ェ ロ ン:こ れ は シ ス テ ムを構 成す る部 分組 織 で あ る意 思 決 定 単 位 の

相 互 関 係 を組 織 的 に表 わ す こ とを 目的 と して い る。 この 階 層化 に は,① シス テ

X

干渉
● 33

ブ イー ドバ ッ ク

'3
● フ ィー ドバ ック

-Y

図4ま シ ェ ロ ン
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ムに は明 確 に 認 知 で き る相 互 関係 を持 っ部 分 シス テ ムで 構 成 され て い る,② あ

る部 分 シス テ ム は意 思決 定単 位 と して定 義 され て い る,③ あ る意 思 決 定単 位 は

他 の 意 思決 定 単位 に よ って影 響 を受 け る,と い う意 味 に お い て意 思 決 定 単 位 を

階 層 的 に 配 列 す る こ とが必 要 で あ る。 シス テ ム を構 成 す る意 思 決 定 単 位 は,一

般 に相 容 れ な い 目標 を持 って お り,エ シ ェ ロ ンは多 階 層 ・多 目標 シス テ ムを 表

わ して い る(図4)。

入 出 力 シ ステ ム3:X→yが π 個 の部 分 シス テ ム8∫ に分 割 され,1レ

ベ ル に 配 置 され て い る もの とす る 。ん レベ ル に位 置 す る部 分 シ ス テ ム5「,の 添

字 集 合 を1ム,ん コ1,...,1と す る。部 分 シス テ ム&,ゴ ∈ム は,た+1レ ベ

ル の部 分 シス テ ムか らの干 渉7ゴ ∈α ⊆{Cξ 」 ξ∈∫々 。1}と 々一 ユ レベ ル の 部 分

シス テ ムか らの フ ィー ドバ ッ ク 吻 ∈略 ⊆{1贋 ζ1ζ∈為 一1}に 基 づ い て 々-1

レベ ル の部 分 シス テ 李へ の干 渉 の集 合Cκ,ζ ∈Z々.1を 規 定 す る。 す な わ ち,

3,・ 陥 →c、ζ,ゴ∈∫,,ζ∈∫,.1・

{1:、£瓢 灘r暗 卜1…

ス トレー タ 図5
ス トレー タ,レ ヤ ー,エ シェ ロ ンの 関 係
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で あ る。 こ こで ゴ∈ム に 対 す る 臓 と/鴎 は 部 分 プ ロセ スPゴ か らの フ ィ

ー ドバ ッ ク とPゴ の操 作 変数 の集 合 で あ る。

以 上 の3種 類 の概 念 は,そ れ ぞ れ 独 自に存 在 して い るの で は な く相 互 に 関係

して い る。 た とえ ば 図5で は,エ シ ェ ロ ン ・タイ プ の シス テ ム を設 計 す る 際 の

ス トレー タ と レヤ ー の 関係 で あ る。 ス トレー タは,シ ステ ム全 体 の 階 層 的 な記

述 を 行 い,レ ヤ ー は シ ステ ム全 体 の 仕 事 の 階 層 化 を 行 う。 この 結果,エ シ ェ ロ

ン ・タ イプ の シス テ ムを 構 成 す る意 思 決 定 単 位 は,ス トレー タに よ るモ デ ル と

レヤ ーに よ る意 思 決 定 問 題 で 定 義 され る こ と にな る。 ,

3.2階 層 シ ス テ ムの 構 成 法

複 雑 な シ ス テ ムを 階 層 化 す る方 法 の 一 つ に分 割 法 が あ る。 分 割 法 に は垂 直 的

な 分 割 と水 平 的 な 分割 が あ る。 垂 直 的 な 分 割 は,時 間 間 隔 の 長 短15)や コ ン トロ

ール ・タ ス ク12)に よ って シ ス テ ムを 縦 に 分 割 し レヤ ーを 作 成 す る
。一 般 に上 位

レベ ル と下 位 レベ ル の 間 に は,上 位 レベ ル か ら下 位 レベ ル の干 渉 と下 位 レベ ル

か ら上 位 レベ ルへ の フ ィー ドバ ックが 存 在 す る。 水 平 的 な 分 割 は,シ ス テ ム全'

体 の 目的 や 制 約 を部 分 的 な 目的 や 制 約 に分 割 し,付 加 的 な 上 位 シ ス テ ムを 設 置

す る。この 場合,下 位 レベル の部 分 シス テ ム間 の相 互 依 存 関 係 は上 位 レベ ル に お

いて 取 り扱 われ る こ とが多 い 。 ま た シ ス テ ム全 体 の 最 適 化 は部 分 シ ス テ ムに お

いて 行 われ,上 位 レベ ル は最 適 化 が 達 成 され る よ う に部 分 シ ス テ ムの 統 制 を 行

う。 シ ス テ ムの 目標 の 分 割 と階 層 化 た関 して 井 尻16)は 「上 位 目標 と下 位 目標 は,

目 的 と手 段 の 因 果 関係 か らみれ ば,下 位 目標 の達 成 が 原 因 とな って 上 位 目標 の

達 成 とい う結 果 が 生 ま れ る 」 と述 べ て い る 。一 方,Keeneyら17)は 「下 位 レベ

ル の 目標 は,上 位 レベ ル の 目標 とい う 目的 に対 す る手 段 と して 考 え る ことが で

き る。 目標 を 副 次 目標 に 細 分 す る場 合,そ れ が い か な る レベ ル に あ る にせ よ上

位 レベ ル が示 す 全 て の 側面 が副 次 目標 の一 つ の側 面 と して 説 明 され て い る必 要

が あ る」 と述 べ て い る。 した が って,下 位 レベ ル の 目標 は上 位 レベ ルの 目標 と

16)井 尻雄士:計 数管理の基礎,(1970),岩 波書店.

17)R.L.Keeneア,H.Raiffa=Decislonwi七hMultipleOblectives:Preference

andValueTradeoff,(1979),John-Willey;高 原 康彦 監訳=多 目標問題解決の

理論 と実例,(1980),構 造計画研究所.
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矛盾 してはな らず,ま た下位 レベルの目標が達成されると同時に上位 レベルの

目標が達成されなければな らない。

複雑なシステムの階層化に対する別の方法の一つは,い くつかのシステムを

集め,そ れ らを階層的に配置することである。これは比較的小規模で単純なシ

ステムを部分システムとする複雑なシステムを階層化する方法で,同 位関係に

ある部分システムを集め,そ の上位 レベルにそれらの部分システムを統制する

部分システムを設置 し,さ らにそれらを統制す る部分システムを上位 レベルに

設置 して階層を構成 していくものである。

階層システムを構成する部分システムの最適化は必ずしもシステム全体の最

適化を達成するものでない。部分システムの最適化をシステム全体の最適化に

導 くために,上 位システムが下位の部分システムを統制(統 合)す る必要があ

る。統合には二つの局面があり,そ の一つは自己組織化の局面で,他 方は制御1

の局面である。自己組織化はシステムの構造を修正することであり,制 御は固

定された構造のもとで上位 システムが下位の部分システムを統合す ることであ

り狭義の統合問題と呼ばれている14)。以下では狭義の統合問題を対象とする。 ・
ヒ

上位 システムが統合を行うためには,上 位 システムの目標がシステム金体の

目標と矛盾 しないことが必要である。これは目標の調和性 と呼ばれている。調

和性は,上 位システムの目標が達成されたとき,同 時にシステム全体の目標が

達成されることを要求するが,上 位システムの目標に近付 くと同時にシステム

全体の目標に近付 くことを必要としない。これを要求する場合は,強 い意味の

目標の調和性という5)。 この調和性を考えるには,統 合可能性の概念を導入す

る必要がある。これは統合変数が有効に下位の部分システムに組み込まれてい

るかを調べるもので,シ ステム全体の目標に対する統合可能性と上位システム

の目標に対する統合可能性がある。前者はシステム全体の解と部分システムの

解が一致するかを調べ,後 者は部分 システムの解が上位システムの目標を達成

しているかを調べることである5)。

3.3相 互依存,相 互干渉

前記の統合問題は,シ ステム内にどのような相互干渉あるいは相互依存が存
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在するかによって,ど のような統合方法を選択するかということが問題になる。

相互干渉にはシステム干渉 とプロセス干渉が存在する4)。システム干渉は,部 分

システム間に希少資源が存在するとき生 じる。たとえば希少資源の量dに 舛し

て,各 部 分 シス テ ム が め(=gゴ(物)')1使 用 す る とす れ ば,シ ス テ ム 干 渉 は

Σ ゴgゴ(〃の ≒4の と き生 じ る。他 方,プ ロセ ス干 渉 は部 分 シス テ ム間 に 入 出

力 関係 が存 在 す る と き生 じ,通 常 相 互 依 存 関 係 と呼 ばれ て い る。 プ ロセ ス 間 の

干 渉 砺 は,相 互 干 渉関 数 瓦 に よ って与 え られ,

κf:ル1×y→ σ` (11)

で 表 わ され る。

プ ロセ ス干 渉 あ るい は 相 互 依存 関係 の統 合 原 則 に は,干 渉 予 測 に よ る統 合 原

則,干 渉 推 定 に よ る統 合 原 則,干 渉 バ ラ ンス に よ る統合 原 則,お よ びLoad-

typecoordination,Coalition-typecoordination5・11・14),Modelcoordination12)

な どが あ る。干 渉予 測 に よ る統 合 は,上 位 シス テ ム が部 分 シス テ ム間 の 入 出力

を 予測 し,部 分 シス テ ム が この 入 出 力 の値 が正 しい もの と仮 走 して 自 己の 最 適

化 を行 う。 砺 の予 測値 を π夕,こ れ に基 づ く統 合変 数 の値 を7ρ とす る と,干

渉 予 測 に よ る統 合 原 則 は,

D・(0・)曾(VKπ)(癖 ん・(痂(γρ))) (12)

で あ る。 こ こでDoとOoは それ ぞ れ 上 位 シ ス テ ムの 意 思 決 定 基準 と 目的関

数 で あ る。 この 方法 は,統 合 変 数 が部 分 シ ステ ムの 目的 関数 と制 約 条 件 の 両 方

に 存 在 す るた め にMixedcoordinationと も呼 ば れ て い る12)。 干 渉推 定 に よ る

統 合 は,部 分 シス テ ム問 の 入 出 力 値 を 一点 で 予 測 す るの で は な く区間 に よ って

推 定 し ょう とす る もの で あ る。 σρ⊂ σ を 鈎 の 推 定 区 間 で あ る とす る と,こ

の 統 合 原 測 は,

Do(Go)← 一シ(vゴ≦ π)(鳥(勉(γ ρ))∈ σρ)))(13)

となる。干渉バランスによる統合は,上 位 システムが直接部分システム間の相
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互依存関係にかかわるのでなく,部 分 システムの目的関数を制御 して統合する

方法である。この統合原則は,

DD(G。)← →(vゴ 〈 箆)(%ξ(7)=ん ゴ(御(7))) (14)

とな る。 こ こで 勉(7)と 鈎(γ)は γ∈Cに 基 づ い て部 分 シス テ ムが 決 定

す る操 作変 数 と相互 干 渉 で あ る。 この方 法 で は,統 合 変 数 が 部 分 シ ス テ ムの 目

的 関数 の 中 に存 在 して い る た あ に"Goalcoordination"あ る い は 「価 格 に よ

る統 制 」 と も呼 ば れ て い る 里2)。統 合変 数 が部 分 シス テ ム の制 約 条 件 にの み 存 在

す る場 合,こ れ を"ModelcoQrdination"あ る い は 「資 源 配 分 に よ る統 制 」

と呼 び,Goalcoordinationの 双対 問題 とな る12>。

シス テ ム 干 渉 の 統 合原 則 に は,Infeasiblemethodに よ る統 合 原 則 とFeasi-

blemethodに よ る統 合 原 則 が あ る4・11)。Infeasiblemethodに よ る統 合 原 則 は

「価 格 に よ る統 制 」 とも呼ば れ,希 少性 の 強い 資源 に よ り高 い内部 価格 を課 して,

資 源 の 有効 な 配 分 を 実現 す る方 法 で あ る 。一 方,FeasiblemethQdは 「資 源 配

分 に よ る統 制 一1とも呼 ば れ,部 分 シス テ ム の 資源 要 求 に応 じた仮 の 配 分 か らさ ら

に必 要 性 の 高 い部 分 シス テ ム の方 へ 資 源 を再 配 分す る方 法 で あ る 。 これ らの 統

合 法 以 外 に 「目標 設 定 に よ る統 制 」18)があ る。 これ は上 位 シス テ ム が仮 の代 替

案 を 設 定 して,下 位 の部 分 シス テ 云に そ の 実行 可能 性 を 問 い,実 行 可 能 で な け

れ ば そ の 理 由 を 報告 させ,新 た な 代 替 案 を 探索 す る方 法 で あ る 。

経 営 組 織 論 で は,相 互 依 存 関 係 を 依 存度 の 弱 し,・ものか ら順 に集 積 型(pooled),

連 鎖 型(segment,sequential),交 互 型(reciprocal)に 分 類 して い る19)。 集 積

型 相 互 依 存 関 係 は,下 位 の 部 分 シス テ ム が 共 通 した 資 源 を め ぐ って 競合 して

い るよ うな 場合 で,部 分 シ ス テ ム 間 は 間 接 的 に の み 相 互 依 存 して い る 。連 鎖

型 相 互 依 存 関 係 は,あ る部 分 シ ス テ ムの 行 動 が 他 の 部 分 シス テ ムの 出 力 に 依存

して い る場合 で,部 分 シス テ ム 間 に は 直接 的 な依 存 関 係 が 存 在 して い る。 交 互

18)中 野 文 平:分 権 化 組 織 に お け る調 整 方 式 に関 す る研 究,(1972),東 京 工 業 大 学 博 士

論 文.

19)J.D.Thompson:OrganizationsinAction,(1967),McGraw-Hi11・
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型相互依存関係は,複 数の部分 システムが直接的な互恵関係にある場合で,相

互依存の強さは比較的大 きい。これ らの ことにより集積型相互依存関係はシス

テム干渉に一致 し,連 鎖型 ・交互型相互依存関係はプロセス干渉に一致すると

いえる。以上の相互依存関係は,企 業内に存在するものであるが,企 業をとり

まく環境 との関連 も考慮す る必要がある。企業 と環境 との相互関係について,

たとえばAronofskyら26)は 表1の ような関係をまとめている。企業をとりま

く環境としては,

① 製品の市場構造,競 争企業の数と規模,消 費者の数 と規模等

② 資材の市場構造,供 給者の数 と規模,他 の購入者の数と規模等

③ 財産の源と資本の利用可能性

④ 環境規制

⑤ 労働協定,雇 用条件

などが掲げられている。

経済学で は,相 互依存関係を外部性あるいは外部効果と呼び,「外部性を受

ける側の意思決定とは無関係た,・一方的に他の部分システムの意思決定の結果

として生 じる」11),あるいは 「ある経済主体(消 費者,企 業)の 決定変数が他

の経済主体の効用関数あるいは生産関数に入り込んでいる状態一経済的に相互

依存の状態」20)と規定 されている。外部性が良い影響を与えるときを 「外部経

済」,悪 い影響を与え るとき 「外部不経済」と呼ぶ。外部性には,あ る部分シ

表1企 業 と環境 との関係

to

from
内 部 外 部

内

部

販売予測と生産計画のよ

うな企業内のつながり

訪門販売の ような企業 と

環境の間のっな り

外

魅部

徴税 のよ うな環境 と企業

のっなが り

政府 と外国政府のよ うな

環境外の二つの部分の間

のっなが り

20)木 村憲二=経 済外部 性と社会 費用,(1980),中 央経済社.
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ステムが他の部分システムにどのように影響を及ぼすかによって技術的外部性

と行動的外蔀性あるいは金銭的外部性が存在する。技術的外部性は,あ る部分

システムが他の部分システムの制約条件に影響を及ぼす場合で,[20]に よれば

生産関数にのみ影響を及ぼす場合である。行動的外部性あるいは金銭的外部性.

は,あ る部分システムの意思決定が他の部分システムの目的関数に影響を及ぼ

す場合で,効 用関数に影響を与える。特に行動的外部性は,行 動科学の立場か

ら影響を考えているために,多 分に心理学的要素を含んでいる。これらのこと

か ら,技 術的外部性はMQdelcoordination,行 動(金 銭)的 外部性はGQal

coordinationに 類似 している・といえる。

4.生 産システムの階層化

4.1生 産システムのス トレータ化

1節 で明 らかにしたように生産 システムは入出力システムとしてとらえるこ

とができる。生産プロセスは,調 達 ・製造 ・販売 ・在庫の各機能が有機的に結

びついて活動 しており,こ れ らの活動を効率よ く実施するための計画 ・統制の

機能が生産プロセスの各機能に有機的に関連している。したがって,生 産 シス

テムは複雑なシステムであると認識できる。そこで生産システムを二つの異な

った観点か ら記述 し,こ れをス トレータで表わす。生産システムの一っの側面

は,素 材か ら製品へ変換を行う工程システム,す なわち 「物の流れ」,に基づい

た記述である。他方は素材を製品に変換する生産活動を計画 ・統制する管理 シ

ステム,す なわち 「情報の流れ」に基づいた記述であるb。 この二っの観点か

ら生産セステムを記述すると図6の ように表わすことができる。管理 システム

への入力 としては,市 場動向や企業環境,受 注量 ・需要予測量,納 期などで,

これらの情報に基づいて生産量や品質,納 入時期などの情報を出力する。他方,

工程 システムは,生 産対象(素 材)や 生産労働力,生 産手段を入力として,こ

れらを加工 ・変換 して生産財(製 品,サ ービス)を 出力する。管理システムは,

変換過程において生産活動を計画し,計 画 と生産実績のずれに基づいて統制す

ることによって工程システムを干渉する。工程 システムは,生 産実績を管理 シ
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図6生 産 シ ス テ ムの ス ト レー タ化(1)

ス テ ム に フ ィー ドバ ックす る 。管理 シス テ ムを3r,入 力情 報 をX1,出 力情 報 を

Y1,工 程 シス テ ムへ の干 渉 をCと す る。 ま た工 程 シス テ ム をS2,入 力 をX2,出 .

力 をy2・ 管 理 シス テ ムの フ ィー ドバ ッ クをWと す る。 この とき,生 産 シス テ

ム の ス トレー タ化 は次 の よ うに書 く こ とが で き る。

　

　

γ

γ

↓

↓

W

c

×

×

　

　

X

X

　

リ
ロ

ε

3{ (15)

管理システムは,「 技術情報の流れ」に基づいた生産技術情報 システムと,

「管理情報の流れ」に基づいた生産管理情報システムに分けることができる。

前者は,市 場要求に基づいて製品仕様を決定する 「製品設計」,製 品の生産手

段を決定する 「工程設計」と 「作業設計」,生 産設備の空間的配置を決定する

「レイアウト計画」,お よび製品の品質を維持する 「品質管理」からなり,生 産

情報の加工技術的処理を行う。後者は 「生産計画」,詳 細な計画である 「日程

計画」,お よび進度を管理する 「生産管理」か らなり,生 産情報を管理的処理

する亘,21・22)。生産技術情報 システムを 台11,生産管理情報システムを312と す
'
る、と,生 産システムは次のようにス,トレータ化することができる(図7)。

21)長 谷川 幸 男編:多 品 種 少 量 生 産 シス テ ム(第2版),(1984),日 刊 工業 新 聞 社.

22)奥 村 昌之 編:コ ン ピ ュー タ ・エ ィデ ッ ト ・テ ク ノ ロ ジー,(1983),共 立 出版.
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ε11.X11×C12× π11→Y11

{312:Xl2×C11× 隅2→y12(16)

ε2:X2×C11×C12→ γ2

4.2管 理 システムの意思決定レヤー

経営組織は,高 宮23)によれば 「一定の経営目的を遂行するために統合された

複数の人間の活動の体系」である。この経営組織を構成するための原理は,①

権限による構成,② 人間関係による構成,③ 職能による構成,④ 意思決定過程

による構成であるとされている。①は権限の分割 ・委譲を伴 う組織構成で,②

は共通の目的を達成す るために行 う情報伝達に伴うそれである。③は職能に従

って権限と責任が形成され,職 能の分化によって組織を構成する。④は作業者

の意思決定に影響を及ぼす経営管理者を設定 し組織を構成する。経営組織の構

成は,③ を基礎にして行われ,そ れ と同時に①,②,④ を必要条件とする23)。

このような職能を中心 とした組織の構成原理は,職 能の分業理論24)に基づいて

23)高 宮 晋=経 営組 織 論,(1978),ダ イ ヤ モ ン ド社.

24)高 田 馨:経 営 の職 能構 造:経 営 分業 の原 理,(1977),千 倉 書 房.



280 商 学 討 究 第36巻 第3号

い る。 そ れ に は,経 営 職 能 分割 は垂 直 的職 能 分化 と水 平 的 職 能 分 化 が あ る と し

て い る。 垂 直 的職 能 分化 は,職 能 の 「不 重 要 の原 理 」24)に従 っ て 管 理 職 能 と作

業 職 能 に 職 能 を 分 割 す る。 水 平 的 職 能 分 化 は,生 産 の 基幹 活 動(調 達 一 製 造 一

販売)に 従 って 同位 レベ ル に 分 割す る 。前 者 を 「階 層 的職 能 分 化 」,後 者 を 「水

平 的 職 能 分 化 」 と も呼 ぶ25)。

この よ うに 垂 直 的 に 分 割 され た職 能 は,上 位 に 位 置 づ け られ る職 能 が 長 期 間

で 大 局 的 な 計 画 を 作 成 し,下 位 レベ ル に な るに 従 って 短 期 間 で よ り局 所 的 な計

画 の 作 成 を 行 う。[26]に お け る1.C.1.(lmperialChemicalIndustories)社 の

事 例 で は,計 画 は 次 の5つ のmode1か らな る。

OModel1(On-linecomputermodel):現 時 点 か ら1週 間 先 の プ ラ ン ト ・

オ ペ レー シ ョ ン

oModel2(Short-termplanningmodel):1週 間 先 か ら6カ 月 先 まで の オ

ペ レー シ ョ ン

oMode13(Medium-termplanningmodel):6カ 月 先 か ら3年 先 ま で の オ

ペ レー シ ョン 、

oMode14(Capitalp正anningmode1)=現 時 点 か ら2～3年 先 まで の 予 測

oModel5(Cooperativegrowthmodel):現 時点 か ら未来 へ の企 業 成 長

Model1,2で は計 画 期 間が 比較 的短 期 で,計 画 は プ ラ ン トの オ ペ レー シ ョ ン

に関 心 が あ る 。一 方,Model4,5は 計 画 期 間 が 比 較 的長 期 で,計 画 は企 業 を と

りま く環 境 に関 心 が あ る 。 ま た前 者 で は企 業 の 外 部 環 境 は固 定 され て い る もの

と し,後 者 は プ ラ ン トの オ ペ レー シ ョンに 関心 が な い 。Model3は 両 者 に ま た

が る もので あ る 。

ζの 事 例 の よ うに,生 産 計 画 は外 部 環 境 を要 因 とす る マ ク ロ的 視 点 に よ る計

画 と,企 業 内部 を要 因 とす る ミク ロ的視 点 に よ る計 画 に 分 け る こ とが で き る。

前 者 は経 営 計 画 と呼 ばれ る もので あ り,後 者 は狭 義 の生 産 計 画 と呼 ば れ,全 般

25)泉 田健雄=経 営組織 と職務権 限,(1978),東 洋経 済新報 社.

26)J.S。Aronofky,」.M.Dutton,M.T.Tayyabkhon:ManagerialPlanning

withLinearProgramminglinProcessIndustryOperation,(1981),John-

WiUey.・



生産 システムにおけ る階層性 について 281

的生産計画,日 程計画などがある。

(a)生 産管理情報システム 。

[27]に よれば,経 営管理の垂直的分割は上位 レベルか ら順に方略的計画 レベ

ル,経 営管理 レベル,作 業 レベルに分割される。方略的計画 レベルは,外 部情

報に基づく方略的で非定型な全般的な計画を行い,経 営管理 レベルは,方 略的

生産管理情報システム

XI24

X123

Xl22

X2

'

方略 的計画

レベ ルS124

C124 W124

印 '

経 営 管 理

レベルS123

q23 W123

作 業 レベ ル

S122

Cl22 W122

統制 レベ ル

S121

辱

,m12

S2

Yエ24

Y123

Y122

Y2

図8生 産管理情報 システムの意思決定 レヤー'

27)人 見勝人=生 産の意思決定 ・(1972),中 央経済社・
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計画レベルにおける方略的意思決定に奉つく管理 レベルの定型的な計画と修正

を行 う。作業 レベルは,経 営管理 レベルにおける方術的意思決定に基づ く日常

の定型的な実施処理を行 う。 したがって,方 略的計画レベルでは経営計画を,

経営管理 レベルでは全般的生産計画を,作 業 レベルでは日程計画を作成する。

て れ らの計画に基づいて生産が実施され るが,計 画と実績のずれに基づいて生

産工程を統制する生産管理を行 う統制 レベルがある。これ らのことより,生 産

管理情報 システムは図8の ような方略的計画 レベルー経営管理 レベルー作業 レ

ベルー統制 レベルか らなるレヤーとして表わす ことができる。これは,次 のよ

うにして表わす ことができる。

12
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ヨ

ワ
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(b)生 産技術情報システム

市場要求か ら製品を設計 してその製造手1順を決定する組織は,前 述 した経営

組織の構成原理の内で④の 「意思決定過程による構成」を除いたもので構成さ

れる。 したがって,生 産技術情報システムは上位 レベルが必ず しもより大きな

責任と権限を持っことはないので,経 営組織というよりはむ しろ 「技術組織」

と呼ぶ方が妥当である。このような生産技術情報システムにおいて,製 品設計

では市場要求や生産工程の技術的制約に基づいて製晶仕様が決定され,そ の結

果 として部品の幾何学的形状や製品構成,使 用する生産設備,素 材の種類など

が出力 される。 これ らの情報を用いて工程設計では,素 材か ら製品へ変換する

全般的な生産工程に関する具体的な加工 ・組立手順を作成する。さらに各工程

でなされる具体的な作業に関する詳細な意思決定が作業計画 において なされ

るb。 作業計画に従 って実際に製品が生産 されると,こ れを検査 して所定の品

質を保っように管理する必要がある。 これぽ品質管理によって行われる。 した

が って,生 産技術情報システムは,製 品設計一工程設計一作業設計一品質管理
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図9生 産技術情報 システムの意思決定 レヤー

か らな る レヤ ー と して 表 現 す る こ とが で き る(図9)。 こ の レヤ ー は 次 の よ う

に 記 述 す る こ とが で き る。
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3114:XI14× 確114→C114

3113:X113×C114× 卿z113→C113

3112:X112×C113× 隅12→M11

3111:}ノ2×On4→ 研112

(18)

4.3生 産システムの組織化

以上のようにして意思決定レベルの垂直的分割ができると,2.1節 で述べた

システムの変換的定義に応 じて,生 産 システムの水平的分割を行う。これは工.

程 システムを物の流れに沿 って調達一製造一販売に分割することによってなさ

れる。製造はさらに加工,組 立,検 査,在 庫などの変換 ・貯蔵の機能か らなる

多段階工程に分割される。このように工程 システムが水平に分割されると,こ

れに対応 して管理システムの各 レベルが水平的に分割 される。ところで管理シ

ステムの一方 を構成する生産技術情報システムは,物 の流れと形態的変化を規

定する意思決定システムであった。 したがって,工 程 システムを水平に分割す

る要因はこの部分 システムによって規定される。この水平的分割に従って生産

管理情報 システムの各 レベルが水平に分割される。このようにして生産 システ

ムはエシェロン・タイプに階層化される(図10)。

工程システムが π段階の部分システム(工 程)に 分割 されているとする。π

段階の工程のそれぞれに対 して,統 制 レベルと作業レベルの部分システムが対

応する。π段階の工程の内 ηゴ個の工程を統合す る経営管理 レベルの部分 シス

テムが ガ 個存在 し,こ れを統合する方略的計画 レベルの部分システムが1個

存在するもの とする。式(17)で 表わされる生産管理情報 システムをこのよう

に水平的に分割 し,エ シェロン・タイプに階層化すると次のように表わす こと

がで きる。

8124:確124→0124

{
3123,:Cl24×W123、 →Cl23、,2∈ ノ3

(19)

3122ノ:Cl23、 ×W122ノ →C122ノ,ノ ∈12・

3121ブX2,× γ2,×C122、 →M12,ン ∈ ム ・
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こ こで,ノ3={1,_,η'},∫2ノ=∫1ゴ={1,_,"ゴ},X2ノ,y2ゴ は第 ノ部 分 シス テ

ムに 対 す る入 力 と出 力 で あ る。

方 略 的 計 画 レベ ル は,経 営管 理 レベ ル の各 部 分 シス テ ム に 目標 を 設 定 す る こ ・

とに よ って 経 営 管 理 レベ ル を統 合 す る もので,経 営 管 理 レベル の 部 分 シ ステ ム

間 の相 互 依 存 関係 を統 合 す る もので な い 。方 略 的 計 画 レベ ル が 設 定 した 目標 に

対 して,経 営 管 理 レベ ル の各 部 分 シス テ ム は 目標 を満 す 満 足 解 集 合 の 中 か ら解

を一 つ 選 択 しこれ を方 略 的 計 画 レベ ル に フ ィー ドバ ックす る。 方 略 的 計 画 レベ

ル は 各部 分 システ ムか らの フ ィー ドバ ック情 報 に 基 づ いて 新 たな 目標 を設 定 す る。

この よ うな干 渉 と フ ィー ドバ ッ クを繰 り返 す こと に よ って,方 略 的 計 画 レベ ル

と経 営 管 理 レベ ル の 各部 分 シ ス テ ムが 合 理 的 で あ る と判 断す る こ との で きる 目

標 に達 す る こ とが で き る。 この よう な 目標 はStackelberg均 衡解28)と 呼 ばれ て

い る。 一 方,経 営 管 理 レベ ル の 各 部 分 シス テ ム は,他 の部 分 シス テ ム との 相 互

関 係 を満 しつ っ 与 え られ た 目標 を 達 成 し ょう とす る もの で あ る。 これ を行 うに

は,部 分 シス テ ム間 で情 報 を交 換 し,協 ガ して 自 らの 目標 を達 成 す る 必 要 が

あ る 。 この ときの 解 はNash均 衡 解28)と 呼 ば れ て い る。 経 営 管 理 レ ベ ル は,

統 合 の 対 象 と して い る作 業 レベ ル の 各 部 分 シス テム に 対 して 目標 を 設定 し,作

業 レベ ルの 部 分 シ ス テ ム は その 目標 を 達 成 す るよ うに 意 思 決 定す る。 この 場 合

も経 営 管 理 レベ ル と作 業 レベ ル の 間 に はStackelberg均 衡解 が存 在 し,作 業 レ

ベ ルの 部 分 シス テ ム間 に はNash均 衡 解 が 存 在 す る。 も し経 営 管 理 レベ ル が

砺 個 の 作 業 レベル の 部 分 シス テ ムに 対 して 唯一 の 目標 を 設定 す るな らば,作

業 レベ ル の 部 分 シス テ ム は チ ー ムを構 成 し,そ の均 衡解 は チ ー ム の理 論29)に お

け る均 衡解 とな る。 この よ うに生 産 シス テ ムに お け る統 合 問題 は,生 産 労 働 力

な どの 生 産 資 源 の 配 分 を 除 けば3.2節 で 述 べ た 従来 の 統 合法 とは異 な り,ゲ ー

ムの 理 論 に 基 づ い た 統 合 法30・31)とな る。

28)鈴 木 光 男=ゲ ー ム 理 論 入 門,(1981),共 立 出 版.

29)J.Marschak,R.Radner:EconomicTheoryofTeams,(1972),YealUniv.

30)T.Basar,G.J.01sder:"Team-OptimalClosed-LoopStackelberg

StrategiesinHierarchic訊1ControlProblem,"Automatica,Vo1.16,

(1980),pp.409-414.
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生 産 シス テ ムに 内 存 す る階 層 性 ぽ い ま まで に 述 べ て き た意 思 決 定 レベ ル に

基 づ い た 階層 性 以 外 に製 品 構 成 やGT(GroupTechnology)に 基 づ いた もの が

あ る 。 これ らは部 品や 製 品 の所 属 の 関 係 を表 わす もの で,無 機 的 な 階 層 で あ る。

しか しな が ら,製 品 構 成 やGTの 各 レベ ルに 生 産 計 画 を 対 応 させ る こ とに よ ,

って有 機 的 な階 層 と して 取 り扱 う こ とが で き る。 この よ う な問 題 に 対 して は,

MRP32)やHaxら の 一 連 の研 究33・34・35)があ る。

5.結 言

本論では,生 産システムにおける階層性についてシステム理論あ立場か ら検

討 した。生産システムをス トレータ化することによって,管 理 システムと工程

システムに分割して記述 し,管 理システムはさらに生産管理情報システムと生

産技術情報システムに分割 して記述できることを示 した。管理 システムの2っ

の諦分システムを4レ ベルの意思決定レヤーで記述できることを示 し,工 程シ

ステムを物の流れに沿 って水平的に分割することによって生産システムをエシ

ェロン・タイプに組織化できることを示 した。上位 レベルと下位 レベル間ある

いは下位 レベル間にはゲーム的状況が存在 し,従 来の統合法は適用できないこ

とを明 らかにした。

31)HlD.Sherali,A.L.Soyster,F.H.Morphy:"Stackelberg-Nash.Cournot

Eduihbria:CharacterizatiQnsandComput段 七ions,"Oper.Res.,Vo1.31,

No;2,(1983),pp.253-276.

32)J.Orlicky:MaterialRequirementsPlanning,(1975),McGraw-Hil1.

33)G.R.Bitran,A.C.Hax:"OntheDesignofHierarchicalProduction

PlanningSystems,"DecisionScience,Vol.8,No.1,(1977),pp.28-55.

34)G.R.Bitran,E.A.Hass,A.C.Hax:'`HierarchicalProductionPlanning:

ASingleStageSystems,"Oper.Res.,Vol.29,No.4,(1981),pp.717-743.

35)G.R.Bitran,E.A.Hass,A.C.Hax:"HierarchicalProductionPlanning:

ATwo-StageSystems,"Oper.Res.,Vol.β0,No.2,(1982),pp.232-251.


